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本事業の背景

低炭素投資促進法は、エネ環製品の開発及び製造を行う事業の促進のために平成22年に
成立・施行された

エネ環製品

製品告示

定義

特定事業促進円滑化

工場・事業所

ツーステップローン

低炭素投資促進法
（エネルギー環境適合製品の開発及び
製造を行う事業の促進に関する法律）

需要開拓支援

工場・事業所

リース信用保険
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平成二十二年法律第三十八号 エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律等に基づき作成

低炭素投資促進法では、エネルギー環境適合製品（以下「エネ環製品」）について5つの区
分を設けている

本事業の背景

低炭素投資促進法（第二条第三項）の概要

法律（原文ママ） 具体的に対象となるエネルギー環境適合製品

2

機械類であって、エネルギーの消費量との対比におけるその性能の向上の程
度が高いと認められるものとして主務大臣が定めるもの 省エネ製品

高効率蒸気ボイラー、高効率燃焼式工
業炉、高効率業務用冷凍冷蔵庫等

業務他

家 庭

産 業

1

非化石エネルギー源から電気若しくは熱を得るため、又は燃料を製造するため
に用いられる機器、装置又は設備であって、電気若しくは熱を得ること又は燃
料を製造することを効率的に行うことができるものとして主務大臣が定めるもの

再エネ製品 太陽光発電設備、風力発電装置等

エネ転

3

機械類であって、その使用に際してのエネルギーの消費に係る環境への負荷の
程度が低いと認められるものとして主務大臣が定めるもの 低炭素製品

燃料電池設備、電気自動車、燃料電池
自動車、発光ダイオード照明装置、定置
用蓄電設備、高断熱窓装置

運 輸

4

専ら前三号に掲げる製品に使用される主要な部分品として開発され、又は
製造される物として主務大臣が定めるもの 主要部品 電気自動車用電池等

分野横断

5

専ら第一号から第三号までに掲げる製品とともに使用するために開発され、又
は製造される機械類であって、当該製品の使用に必要なものとして主務大臣
が定めるもの

その他 高効率照明器具専用の安定器等

分野横断

エネ転 エネルギー転換部門

エネルギー起源二酸化炭素の排出部門

産 業 産業部門 業務他 業務その他部門 家 庭 家庭部門 分野横断 全部門横断

分野横断
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エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律第二条第三項各号のエネルギー環境適合製品（平成二十二年九月十六日農林水産省・経済産業省・国土交通省告示第１号
平成三十年三月三十一日一部改正）

低炭素投資促進法で定められているエネ環製品は、告示（以下「製品告示」）で製品の種
類と性能基準を設定している

本事業の背景
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本事業の背景

我が国による2050年カーボンニュートラル宣言をはじめとして、昨年度はエネ環製品に関する
内外の経済情勢に変化があった

低炭素投資促進法
成立・施行

平成22年5月 平成27年 令和3年

2050年
カーボンニュートラル

R2.10.26

グリーン社会の
実現のために
環境投資を推進

R2.12.8閣議決定

内外の経済情勢の変化

リース信用保険事業やツーステップローンによる金融支援などを実施

本事業

エネ環製品
を指定

グリーン社会の実現のために環境投資を推進し、
再生可能エネルギー等に関する規制等の総点
検を行い、大胆な緩和をするとともに、分野横
断的な法的枠組みも含めた必要な制度整備
などの検討をする。

国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策
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以上を背景として、本事業では、エネ環製品について、エネルギー・環境分野における政策支
援の対象として適正なもの（要件を含む）を検討することを目的としている

事業目的

製品告示

特定事業促進円滑化

工場・事業所

ツーステップローン

需要開拓支援

工場・事業所

リース信用保険

2050年
カーボンニュートラル

R2.10.26

► 国民の命と暮らしを守る安心と
希望のための総合経済対策

R2.12.8

グリーン社会の
実現のために
環境投資を推進

• 省エネ補助金
• トップランナー制度 等

• グリーン購入法 等

経済情勢の変化
の反映

政策支援の対象の
要件検討

性能基準の更新

運用事務局
工場・事業所の
ニーズの取り込み



8

本事業では、対象とすべきエネ環製品の候補とその要件について、他の類似制度を調査し、
その結果と比較することなどによって、調査報告書を作成した

事業概要

仕様書の記載内容 実施タスクプロセス

仕様書
3.（1）

仕様書
3.（2）

法の趣旨に基づくことを前提に、内外の経済情勢の変化を
勘案して～

対象とすべきエネ環製品を～

その要件（性能基準）の内容も含めて調査する。

◼ 日本におけるエネルギー・環境分野における政策の調査

◼ 海外におけるエネルギー・環境分野における動向調査

◼ 勘案すべき内外の経済情勢の変化の検討

◼ 国内の類似制度が対象としている製品の調査

◼ 関係者へのヒアリングによるニーズ調査

◼ 対象とすべきエネ環製品の候補の検討

◼ 公的な性能基準の調査

◼ 関係者へのヒアリングによる性能基準の追加可能性の調査

◼ エネ環製品候補の要件の取りまとめ

110

120

130

210

220

230

310

仕様書
3.（1）

仕様書
3.（2）

エネ環製品の調査について、情報収集・分析した内容も
含めて取りまとめ、調査報告書を作成する。

◼ 調査報告書の構成の作成

◼ 調査報告書の本編の作成

410

320

330

420

※昨年度事業では、令和2年度補正予算で創設された先端低炭素設備導入促進補償制度推進事業の創設にあたり、一部の製品に絞っての
調査等を実施したが、本年度事業は、省エネルギー設備導入促進リース事業（低炭素リース信用保険）の対象品目の見直しの参考とする
ため、幅広い製品を対象とする調査等を実施。

Step1.
関連する

経済情勢の調査

Step2.
対象とすべきエネ環
製品の候補の調査

Step3.
エネ環製品候補の
要件の調査

Step4.
調査報告書の

作成
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関連する

経済情勢の調査
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「国外における重要技術」は、基本的に「我が国の重要技術」としても位置付けられている

調査結果サマリ

機関/国

米国

EU

中国

IEA

IPCC

COP26

日本

報告書名

White House Fact 
Sheet （2021）

Horizon Europe 
（2021）

2030年までのカーボン・
ピーク行動計画案
（2021）

Net Zero by 2050 –
A roadmap for the 
Global Energy 
Sector（2021）

SPECIAL REPORT: 
GLOBAL WARMING 
OF 1.5（2018）

グリーン成長戦略、第6
次エネルギー基本計画
（2021）

その他

人口光合
成、送電
網

ー

土壌の炭
素貯留

アンモニア、
合成燃料
等

地熱、
水力

土壌の炭
素貯蓄

非バイオ再生可能エネルギー
CCUS 電 化

〇

〇

〇

〇

機器の
省エネ

バイオ
燃料 風 力

〇 〇

〇 〇

〇

〇

〇 〇 〇 〇 〇

太陽光

〇

〇

〇

〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇
冷蔵・
空調 〇 ー ー

〇 ー 〇 〇 〇

蓄電池

〇

ー

〇

〇

〇

〇

水 素

〇

〇

〇

〇

〇

〇

原子力

ー

ー

〇

〇

〇

〇

合意文書内に重要技術に関する記載なし



1.1
日本におけるエネルギー・環境分野における政策の調査
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日本においては、グリーン成長戦略に掲載されている技術を、重要技術として定義した

経済産業省, 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略, 
https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005.html,
（2022.3.25 アクセス）, 2021.6.18

日本：グリーン成長戦略

グリーン成長戦略（2021年）

重点分野

‣電化

‣水素

‣アンモニア

‣合成燃料（e-fuel 等）

‣メタネーション

‣バイオマス

‣植林

‣DACCS、BECCS

‣原子力

‣再生可能エネルギー（風力、太陽光、
地熱）

その他
非バイオ再生可能エネルギー

CCUS 電化
機器の
省エネ化

バイオ燃料
風力 太陽光

蓄電池
水素原子力

https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005.html
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加えて、閣議決定された第6次エネルギー基本計画において追加された技術も、日本における
重要技術として定義した

経済産業省, 第6次エネルギー基本計画の概要,
https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005.html, 
（2022.3.25,アクセス）, 2021.10.22

日本：第6次エネルギー基本計画

第6次エネルギー基本計画（2021年）

政策対応のポイント

‣機器の省エネ化

‣蓄電池

その他
非バイオ再生可能エネルギー

CCUS 電化
機器の
省エネ化

バイオ燃料
風力 太陽光

蓄電池
水素原子力

https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005.html


2050年カーボンニュートラル宣言に対する国内動向
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気候変動対策推進のための有識者会議,事務局説明資料, 
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kikouhendoutaisaku/dai1/gijisidai.html（2022.3.25アクセス）, 
R3.3.31

我が国におけるカーボンニュートラル政策は、「A：需給構造×施策×数値目標」と「B：重要
分野・施策」の2軸で検討されている

我が国におけるカーボンニュートラル政策の全体像

地球温暖化対策計画
（施策×数値目標）

エネルギー基本計画
（需給構造×数値目標）

グリーン成長戦略
（重要分野）

地域脱炭素ロードマップ
（地域の重要施策）

1

2

3

4
本事業では調査対象外とする
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各種資料に基づいて作成

グリーン成長戦略を起点として、電動車（次世代自動車）の普及が重要分野として組み込
まれたことを受け、自動車メーカー各社がCNに向けた取り組みを加速することを発表した

2050年カーボンニュートラル宣言に対する動向

年度・月
10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12~9

2021年度（R3年度）2020年度（R2年度）

▼ R2.10.26 2050年カーボンニュートラル宣言

エネルギー基本計画
（需給構造×数値目標） 2030年度次世代自動車普及目標

HEV：29%／EV：16%／FCV：1%／CDV：4%

R3.10.22 第6次エネルギー基本計画▼▼ H28.5 第5次エネルギー基本計画

2030年度次世代自動車普及目標
HEV：29%／EV：16%／FCV：1%／CDV：4%

地球温暖化対策計画
（施策×数値目標）

R3.9.3 地球温暖化対策計画（案）▼

2030年度削減目標（2013年度比）
全体：46%／運輸：35%

▼ H28.5 地球温暖化対策計画

2030年度削減目標（2013年度比）
全体：26%／運輸：27%

R3.10.22 地球温暖化対策計画（案）▼

2030年度新車販売割合
次世代自動車：50~70%

2030年度新車販売割合
次世代自動車：50~70%

グリーン成長戦略
（重要分野）

R2.12.25 グリーン成長戦略▼

2030年代半ばまでに電動車の
新車販売台数に占める割合100%

▼R3.6.25 グリーン成長戦略

2035年までに電動車の
新車販売台数に占める割合100%

自動車メーカー

▼ R2.12.20 トヨタ 新車発表会「カーボンニュートラルとは？」

▼ R3.1.27 日産 「2050年カーボンニュートラルの目標を設定」

R3.4.23 ホンダ 「カーボンニュートラルに向けたロードマップ発表」▼

1

2

3
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地球温暖化対策推進本部（第47回）,地球温暖化対策計画（案）の概要, 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ondanka/kaisai/dai47/gijisidai.html（2022.3.25アク
セス）, R3.9.3

2050年カーボンニュートラル宣言を受け、改訂版の地球温暖化対策計画（案）の中で
2030年における数値目標が発表された

地球温暖化対策計画1
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地球温暖化対策推進本部（第48回）,地球温暖化対策計画（案）, 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ondanka/kaisai/dai48/gijisidai.html（2022.3.25,ア
クセス）, R3.10.22

ただし、次世代自動車の普及については、H28.5に発表された地球温暖化対策計画と比較
して大きな更新箇所はない

地球温暖化対策計画1
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地球温暖化対策推進本部（第35回）,地球温暖化対策計画（閣議決定案）, 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ondanka/kaisai/dai35/mochimawari.html
（2022.3.25,アクセス）, H28.5.13

H28.5時点で、2030年度における次世代自動車の新車販売台数に占める割合は50~70%
であった

地球温暖化対策計画1
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次世代自動車振興センターウェブサイト,次世代自動車戦略2010, http://www.cev-pc.or.jp/kiso/post-18.html（2022.3.25アクセス）, 2010.4.12

なお、次世代自動車の普及目標は、2010年4月に発行された次世代自動車戦略2010に
基づいて設定されている

地球温暖化対策計画1
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地球温暖化対策推進本部（第47回）,地球温暖化対策計画（案）, 
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ondanka/kaisai/dai47/gijisidai.html（2022.3.25アク
セス ）, R3.9.3

ただし、2035年における目標（電動車の新車販売台数に占める割合100%）を新たに追加

地球温暖化対策計画1
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経済産業省, 2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）, https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005.html（2022.3.25アクセス）, R3.10.22、
経済産業省, 2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）, https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/past.html#energy_mix （2022.3.25アクセス）, 
H27.7.16

同様に、第5次から6次の更新で、次世代自動車の導入・普及見通しの更新はなし（省エネ
量のみ若干アップ）

第6次エネルギー基本計画

62.4 605.8

85.6 1229.9

前回（H27.7時点）

-100.1 1039.0

-101.0 1091.0

前回（H27.7時点）

2
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経済産業省, 2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）, https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/past.html#energy_mix （2022.3.25アクセス）, 
H27.7.16

第 5次計画の時点で、 2030年度のHEV/EV/FCV/CDVの導入・普及見通しは、
29%/16%/1%/4%であった

第6次エネルギー基本計画

62.4 605.8

85.6 1229.9

前回（H27.7時点）

2
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経済産業省, 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略を策定しました
, https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005.html
（2022.3.25アクセス）, 2020.12.25

R2.12に発表されたグリーン成長戦略では、電動車の新車販売台数を2030年代半ばまで
に100%にするという目標が組み込まれた

グリーン成長戦略3
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経済産業省, 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略を策定しました
, https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005.html
（2022.3.25アクセス）, 2021.6.18

R3.6に発表されたグリーン成長戦略では、目標値がより具体化（2030年代半ば→2035
年）されるとともに、商用車に関する目標値が追加された

グリーン成長戦略3



1.2
海外におけるエネルギー・環境分野における動向調査
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IEA, Net Zero by 2050 – A roadmap for the Global Energy Sector, 
https://iea.blob.core.windows.net/assets/deebef5d-0c34-4539-9d0c-10b13d840027/NetZeroby2050-
ARoadmapfortheGlobalEnergySector_CORR.pdf（2022.3.25アクセス） , 2021.5.18

Net Zero by 2050の中で、2050年カーボンニュートラルを達成する手段として取り上げら
れている技術を、IEAとしての重要技術と定義した

International Energy Agency （IEA）：Net Zero by 2050

その他
非バイオ再生可能エネルギー

CCUS 電化
機器の
省エネ化

バイオ燃料
風力 太陽光

蓄電池
水素原子力

行動変容・省エネ行動

機器の省エネ化

水 素

電 化

バイオ燃料

風力・太陽光

その他代替燃料

CCUS

https://iea.blob.core.windows.net/assets/deebef5d-0c34-4539-9d0c-10b13d840027/NetZeroby2050-ARoadmapfortheGlobalEnergySector_CORR.pdf
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IPCC, SPECIAL REPORT: GLOBAL WARMING OF 1.5, Chapter 2 https://www.ipcc.ch/sr15/chapter/chapter-2/, （2022.3.25アクセス）, 2018.10.8
※6次報告書の統合版は2022年9月に公開予定のため、第5次報告書より抜粋

1.5℃特別報告書で取り上げられているシナリオ達成のために投資すべき技術を、IPCCとして
の重要技術と定義した

IPCC：1.5℃特別報告書（第5次）

その他
非バイオ再生可能エネルギー

CCUS 電化
機器の
省エネ化

バイオ燃料
風力 太陽光

蓄電池
水素原子力

化石燃料の採掘と精製

送変電・配電・蓄電

非バイオ再生可能エネルギー（電力）

機器の省エネ化

化石燃料発電（CCSなし）

原子力

バイオ燃料

1.5℃シナリオの達成のために投資すべき技術

1.5℃特別報告書（第5次）

https://www.ipcc.ch/sr15/chapter/chapter-2/
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IPCC, SPECIAL REPORT: GLOBAL WARMING OF 1.5, Chapter 2 https://www.ipcc.ch/sr15/chapter/chapter-2/, （2022.3.25アクセス） , 2018.10.8
※6次報告書の統合版は2022年9月に公開予定のため、第5次報告書より抜粋

加えて、1.5℃特別報告書で取り上げられているCO2削減手法の中で取り上げられている技
術も、IPCCとしての重要技術と定義した

IPCC：1.5℃特別報告書（第5次）

その他
非バイオ再生可能エネルギー

CCUS 電化
機器の
省エネ化

バイオ燃料
風力 太陽光

蓄電池
水素原子力

省エネ行動の促進

建築・交通部門のエネルギー消費量の削減

低炭素燃料への移行

栄養改善・食品ロスの削減

非バイオ再生可能エネルギー（太陽光、風力、水素）

バイオ燃料

原子力

BECCS

化石燃料CCS

土壌の炭素貯留

家畜生産・糞尿管理

森林保全（REDD＋）・植林

CO2削減手法

1.5℃特別報告書（第5次）

https://www.ipcc.ch/sr15/chapter/chapter-2/
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White House, FACT SHEET, https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-
releases/2021/04/22/fact-sheet-president-biden-sets-2030-greenhouse-gas-pollution-
reduction-target-aimed-at-creating-good-paying-union-jobs-and-securing-u-s-leadership-
on-clean-energy-technologies/ , （2022.3.25アクセス）, 2021.4.22

バイデン大統領が示した2030年までのCO2排出削減技術を米国としての重要技術として定
義した

米国：ホワイトハウスファクトシート

重要技術

‣再エネ燃料（運輸）、送電、蓄電池

‣CCUS

‣クリーンエネルギー製品（電気自動車用バッテリー等）

‣土壌の炭素貯留

‣水素（再生可能エネルギー、原子力発電、等から生成）

ホワイトハウス発表文書（2021年）

その他
非バイオ再生可能エネルギー

CCUS 電化
機器の
省エネ化

バイオ燃料
風力 太陽光

蓄電池
水素原子力
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Joe Biden ウェブサイト, https://joebiden.com/climate-plan/,  （2022.3.25アクセス）

加えて、バイデン公約の中で取り上げられている技術も、米国としての重要技術と定義した

米国：バイデンプラン

重要技術

‣グリッドスケール蓄電池

‣小型原子炉

‣冷蔵・空調設備（機器の省エネ化）

‣水素（再生可能エネルギーから生成）

‣農地・土壌による炭素貯留

‣CCUS

‣電化（車等）

‣バイオ燃料

バイデンプラン

その他
非バイオ再生可能エネルギー

CCUS 電化
機器の
省エネ化

バイオ燃料
風力 太陽光

蓄電池
水素原子力

https://joebiden.com/climate-plan/
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Horizon Europeに掲載されている技術を、欧州としての重要技術として定義した

European Commission Horizon Europe Strategic plan 2021-2024, https://op.europa.eu/en/web/eu-law-and-
publications/publication-detail/-/publication/3c6ffd74-8ac3-11eb-b85c-01aa75ed71a1,
（2022.3.25アクセス）,2020.12.11

EU：Horizon Europe

クラスター５：気候、エネルギー、モビリティにおける技術分野

‣分野横断的な脱炭素への解決策

‣バッテリーバリューチェーン

‣低炭素水素・燃料電池

‣スマートシティ

‣新技術（人工光合成、DACCS等）

‣再エネ中心のエネルギーシステム

‣再生可能エネルギー

‣エネルギーシステム・グリッド（送電網）

‣電化

‣CCUS

‣エネルギー貯蓄（蓄電池等）

‣需要サイドの技術（建物の脱炭素化、機器の省エネ化等）

‣輸送

‣自動車

Horizon Europe（2021年）

その他
非バイオ再生可能エネルギー

CCUS 電化
機器の
省エネ化

バイオ燃料
風力 太陽光

蓄電池
水素原子力

https://op.europa.eu/en/web/eu-law-and-publications/publication-detail/-/publication/3c6ffd74-8ac3-11eb-b85c-01aa75ed71a1
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カーボン・ピーク行動計画案において重点ミッションとされている技術を、中国としての重要技
術として定義した

中国：2030年までのカーボン・ピーク行動計画案

重点ミッション

‣風力

‣太陽光

‣バイオマス

‣水素

‣CCUS

‣動力電池（蓄電池 等）

‣水力

‣地熱

‣機器の省エネ化・省エネ行動の促進

‣電化

‣原子力

中国国務院, 2030年までのカーボン・ピーク行動計画案,
http://www.gov.cn/zhengce/content/2021-10/26/content_5644984.htm, （2022.3.25アクセス）, 2021.10.24

2030年までのカーボン・ピーク行動計画案（2021年）

その他
非バイオ再生可能エネルギー

CCUS 電化
機器の
省エネ化

バイオ燃料
風力 太陽光

蓄電池
水素原子力

http://www.gov.cn/zhengce/content/2021-10/26/content_5644984.htm


1.3
勘案すべき内外の経済情勢の変化の検討
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「国外における重要技術」は、基本的に「我が国の重要技術」としても位置付けられている

勘案すべき内外の経済情勢の変化の検討

機関/国

米国

EU

中国

IEA

IPCC

COP26

日本

報告書名

White House Fact 
Sheet （2021）

Horizon Europe 
（2021）

2030年までのカーボン・
ピーク行動計画案
（2021）

Net Zero by 2050 –
A roadmap for the 
Global Energy 
Sector（2021）

SPECIAL REPORT: 
GLOBAL WARMING 
OF 1.5（2018）

グリーン成長戦略、第6
次エネルギー基本計画
（2021）

その他

人口光合
成、送電
網

ー

土壌の炭
素貯留

アンモニア、
合成燃料
等

地熱、
水力

土壌の炭
素貯蓄

非バイオ再生可能エネルギー
CCUS 電 化

〇

〇

〇

〇

機器の
省エネ

バイオ
燃料 風 力

〇 〇

〇 〇

〇

〇

〇 〇 〇 〇 〇

太陽光

〇

〇

〇

〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇
冷蔵・
空調 〇 ー ー

〇 ー 〇 〇 〇

蓄電池

〇

ー

〇

〇

〇

〇

水 素

〇

〇

〇

〇

〇

〇

原子力

ー

ー

〇

〇

〇

〇

合意文書内に重要技術に関する記載なし

再 掲



02

対象とすべき

エネ環製品の候補

の調査
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対象とすべきエネ環製品の候補の選定方法

①低炭素要件の設定可否、②リース実績の有無、及び③導入ニーズの有無を調査した上で、
対象とすべき製品候補を検討した

製品告示に掲載あり 製品告示に掲載なし

見直し対象製品候補
として選定

追加対象製品候補
として選定

低炭素要件
設定不可

導入ニーズ
なし

リース実績
無し/不可

低炭素要件
設定可能

導入ニーズ
あり

リース実績
有/可能

類似制度にお
ける支援実績
を中心に調査

類似制度にお
ける支援実績
を中心に調査
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追加・見直し候補とした製品一覧

ヒアリングによってリース実績が確認できた7製品については追加候補（対象とすべき製品候
補）とし、1製品については見直し候補として選定した

製品告示の
掲載有無

低炭素要件
の設定可否

総合判定
リース実績の
有無

対象製品×× ＝A B C

掲載あり

掲載なし

追加候補

7製品

見直し候補

1製品

各種根拠に
基づいて設定可

設定不可

あり

なし

▸超小型モビリティ

▸ ミニカー

▸側車月二輪自動車

▸原動機付自転車

▸鉄道車両 ※B-1について、別途確認

▸ エネルギーマネジメント機器（BEMS）

▸分析機器 ※B-1について、別途調査

▸ 電線路

A-1 B-1 C-1

A-2 B-2 C-2

掲載なしA-2

設定可B-1

ありC-1

掲載ありA-1

設定不可B-2

なしC-2

低炭素設備の導入補助事業（計42事業）
の調査に基づいて確認

関係者へのヒアリング等（19箇所）
に基づいて確認

低炭素設備の導入補助事業（42
事業）の中で、当該製品に対する
低炭素要件が設定されていなかった
ため別途追加調査によって確認。



2.1
国内の類似制度が対象としている製品の調査
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調査結果サマリ

低炭素設備の導入補助事業の調査を通じ、製品告示に掲載されていない製品として、10製
品を抽出した

# 製品名 導入補助事業名

1 超小型モビリティ

クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金（車両）

地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車の普及促進

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（自動車 CASE 活用による脱炭素型地域交通モデル構築支援事業「脱炭素交通」）

2 側車付二輪自動車 クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金（車両）

3 原動機付自転車 クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金（車両）

4 ミニカー クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金（車両）

5 省エネ型ブロワ 省エネ型浄化槽システム導入推進事業

6 省エネ型浄化槽 省エネ型浄化槽システム導入推進事業

7 射出成形機 先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金

8
エネルギーマネジメント（EMS）

機器/システム

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（地域の自立・分散型エネルギーシステム構築支援事業「自立・分散エネ」事業）

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（温泉熱等利活用による経済好循環・地域活性化促進事業「温泉熱等利活用」）

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（地域再エネの活用によりゼロエミッション化を目指すデータセンター構築支援事業）

廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業（熱利用設備の低炭素・脱炭素化促進事業「熱利用事業」）

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

9 LRT 脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（LRT・BRT導入利用促進事業）

10 鉄道車両 脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（鉄道事業等におけるネットワーク型低炭素化促進事業）
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関東経済産業局総合エネルギー広報室, 令和3年度版「エネルギー・温暖化対策に関する支援制度に
ついて」（令和3年3月編集）
（https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/shien_seido_3fy.html）, R3.3

低炭素化を促す事業において、広く一般に導入可能な製品を支援しているものにおけるエネ
環製品の対象状況を確認した

調査対象とした事業一覧

# 導入補助事業名 目的 製品 用途

1 持続可能な循環資源活用総合対策事業のうち、営農型太陽光発電システムフル活用事業 ○ × ×

2 社会資本整備総合交付金（グリーンインフラ活用型都市構築支援事業） ○ × ×

3 社会資本整備総合交付金（下水道リノベーション推進総合事業） ○ × ×

4 燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業費補助金 ○ ○ ○

5 災害時の強靭性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金 ○ ○ ×

6 災害時の対応能力強化に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金 ○ ○ ×

7 クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金 ○ ○ ○

8 災害時にも活用可能なクリーンエネルギー自動車導入事業費補助金 ○ ○ ×

9 環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業 ○ ○ ○

10 先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 ○ ○ ○

11 先端低炭素設備導入促進補償制度推進事業 ○ ○ ○

12 産業・業務部門における高効率ヒートポンプ導入促進事業 ○ ○ ○

13 建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業 ○ ○ ×

14 省エネ型浄化槽システム導入推進事業 ○ ○ ○

15 工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業 ○ ○ ○

16 戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等支援事業 ○ ○ ×

17 集合住宅の省CO2化促進事業 ○ ○ ×

18 低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業 ○ ○ ○

目的：低炭素化を促すための事業となっているか 製品：製品を支援対象としているか 用途：支援対象とする製品の用途が限定的でないか

製品告示を参照して
いるため調査対象か

ら見直し

L2-Techリストを参照し
ており、今回は調査対

象から除外



42

関東経済産業局総合エネルギー広報室, 令和3年度版「エネルギー・温暖化対策に関する支援制度に
ついて」（令和3年3月編集）
（https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/shien_seido_3fy.html）, R3.3

前項の続き

調査対象とした事業一覧

# 導入補助事業名 目的 製 品 用 途

19 社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業 ○ △一部 ×

20 脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業 ○ ○ ○

21 脱炭素社会構築のための資源循環高度化設備導入促進事業 × ○ ○

22 脱炭素社会の構築に向けたESGリース促進事業 ○ ○ ○

23 革新的な省CO2実現のための部材や素材の社会実装・普及展開加速化事業 × ○ ○

24 環境・ストック活用推進事業（住宅・建築物の断熱性能等の省エネ化等の推進） ○ × △一部

25 モーダルシフト等推進事業 ○ × ○

26 地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車の普及促進 ○ ○ ○

27 脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業 ○ △一部 △一部

28 脱炭素移行促進に向けた二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業 ○ × ○

29 地域共生型再生可能エネルギー等普及促進事業 ○ ○ ×

30 災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金 ○ ○ ×

31 災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金（補正予算） ○ ○ ×

32 廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業 ○ △一部 △一部

33 再エネの最大限の導入の計画づくり及び地域人材の育成を通じた持続可能でレジリエントな地域社会実現支援事業 ○ × ○

34 地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業 ○ ○ ○

35 PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業 × ○ ×

目的：低炭素化を促すための事業となっているか 製品：製品を支援対象としているか 用途：支援対象とする製品の用途が限定的でないか



43

関東経済産業局総合エネルギー広報室, 令和3年度版「エネルギー・温暖化対策に関する支援制度に
ついて」（令和3年3月編集）
（https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/shien_seido_3fy.html）, R3.3

前項の続き

調査対象とした事業一覧

# 導入補助事業名 目 的 製品 用途

36 ローカル10,000プロジェクト ○ × ○

37 水力発電の導入加速化補助金 ○ × ○

38 地熱発電の資源量調査・理解促進事業費補助金 ○ × ○

39 省エネルギー設備投資に係る利子補給金助成事業費補助金 ○ × ○

40 廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業 ○ ○ ×

41 廃棄物処理×脱炭素化によるマルチベネフィット達成促進事業 ○ ○ ×

42 エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金 ○ × ×

目的：低炭素化を促すための事業となっているか 製品：製品を支援対象としているか 用途：支援対象とする製品の用途が限定的でないか



44

農林水産省, 令和3年度農山漁村6次産業化対策事業のうち持続可能な循環資源活用総合対策事
業に係る公募要領, https://www.maff.go.jp/j/supply/hozyo/shokusan/210203_181-
1.html（2021.12.23アクセス）

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

1. 持続可能な循環資源活用総合対策事業のうち営農型太陽光発電システムフル活用事業
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ×



45

国土交通省, 交付要綱附属第２編 交付対象事業の要件, 
https://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000213.html（2021.12.23アクセス）

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

2. 社会資本整備総合交付金（グリーンインフラ活用型都市構築支援事業）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ×



46

国土交通省, 交付要綱附属第２編 交付対象事業の要件, 
https://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000213.html（2021.12.23アクセス）

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

3.社会資本整備総合交付金（下水道リノベーション推進総合事業）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ×



47

一般社団法人次世代自動車振興センター, 令和3年度「燃料電池自動車用水素供給設備設置補助
事業」の概要, http://www.cev-pc.or.jp/hojo/suiso_outline_r03.html（2022.3.25アクセ
ス）

＜調査対象＞

4.燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業費補助金
（燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業） 目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



48

一般社団法人都市ガス振興センター, 令和3年度災害時の強靭性向上に資する天然ガス利用設備導
入支援事業費補助金（災害時にも対応可能な天然ガス利用設備）公募説明会資料, 
http://www.gasproc.or.jp/current/subsidylist/r3_2/（2022.1.6アクセス）,R3.4

＜未調査：用途が限定的（停電対応型のみ）であるため＞

5.災害時の強靭性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



49

一般社団法人都市ガス振興センター,令和２年度災害時の強靭性向上に資する天然ガス利用設備導
入支援事業費補助金公募説明会資料, 
http://www.gasproc.or.jp/current/subsidylist/r3_1/ （2022.1.6アクセス）,R3.3

＜未調査：用途が限定的（停電対応型のみ）であるため＞

6. 災害時の対応能力強化に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



50

一般社団法人次世代自動車振興センター, 令和3年度 CEV補助金（車両）のご案内, 
http://www.cev-pc.or.jp/hojo/cev.html（ 2022.3.25アクセス）

＜調査対象＞

7. クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金（車両）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



51

一般社団法人次世代自動車振興センター, 令和2年度第3次補正予算 CEV補助金の申請,
http://www.cev-pc.or.jp/hojo/r02hosei-cev.html（2022.1.6アクセス）

＜未調査：用途が限定的（再エネ100%のみ）であるため＞

8.災害時にも活用可能なクリーンエネルギー自動車導入事業費補助金

V2H充放電設備はエネ環製品ではない

目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



52

公益財団法人日本自動車輸送技術協会,令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業 公募説明資料, https://ataj.or.jp/efv-f_truckbus/
（2021.12.23アクセス）

＜調査対象＞

9.環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



53

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和3年度先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金
事業概要パンフレット, https://sii.or.jp/cutback03/overview.html ,p38（2022.1.6アクセ
ス）

先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金には、
先進事業、オーダーメイド型事業等の4種の事業が存在する

10.先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



54

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和3年度先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金
公募要領, https://sii.or.jp/cutback03/overview.html ,p45（2022. 1.6アクセス）

＜調査対象＞

10.先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金（先進事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



55

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和3年度先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金
公募要領, https://sii.or.jp/cutback03/overview.html ,p45（2022.1.6アクセス）

＜調査対象＞

10.先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金（エネマネ事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



56

一般社団法人低炭素投資促進機構, 事業の概要説明資料, 
https://www.teitanso.or.jp/environment/advanced_lowcarbon_equipment/（2022.1.6
アクセス）,R3.3

＜未調査：全てエネ環製品であるため＞

11.先端低炭素設備導入促進補償制度推進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



57

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和2年度補正予算 産業・業務部門における高効率ヒートポ
ンプ導入促進事業費補助金 公募要領（５次公募用）, 
https://sii.or.jp/hp02r/overview5.html（2022.1.6アクセス）,R3.9

＜調査対象＞

12.産業・業務部門における高効率ヒートポンプ導入促進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



58

環境省, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（建築物等の脱炭素化・レジリエン
ス強化促進事業（レジリエンス強化型ZEB実証事業、ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物
実証事業・既存建築物における省CO2改修支援事業））の公募開始について, 
https://www.env.go.jp/press/109655.html（2021.12.23アクセス）

＜未調査：用途が限定的（ZEBのみ）であるため＞

13.建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



59

一般社団法人静岡県環境資源協会支援センター, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等
補助金建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業レジリエンス強化型 ZEB 実証事業公募要
領, http://www.siz-kankyou.jp/2021co2_RZEB.html（2021.12.23アクセス）,R3.6

＜未調査：ZEB関する省エネ・再エネ設備のみが支援対象となっているため＞

13.建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（レジリエンス強化型 ZEB 実証事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



60

一般社団法人静岡県環境資源協会支援センター, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等
補助金建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業 ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築
物実証事業公募要領, http://www.siz-kankyou.jp/2021co2_ZEB.html（2021.12.23アク
セス）,R3.6

＜未調査：ZEB関する省エネ・再エネ設備のみが支援対象となっているため＞

13.建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



61

一般社団法人静岡県環境資源協会支援センター, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等
補助金建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業民間建築物等における省CO2改修支援事
業公募要領, http://www.siz-kankyou.jp/2021co2_minkan.html（2021.12.23アクセ
ス）,R3.6

＜未調査：ZEB関する省エネ・再エネ設備のみが支援対象となっているため＞

13.建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（民間建築物等における省CO2改修支援事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



62

一般社団法人全国浄化槽団体連合会,令和3年二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金省エ
ネ型浄化槽システム導入推進事業公募要領, http://www.zenjohren.or.jp/e-
conservation.html#offer（2021.12.23アクセス）

＜調査対象＞

14.省エネ型浄化槽システム導入推進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



63

一般社団法人温室効果ガス審査協会, 令和3年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（工
場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業）設備更新補助事業（設備更新事業）公募
説明会資料, https://www.gaj.or.jp/eie/shift/koubo.html（2022.1.6アクセス）,R3.6

＜未調査：L2-Techリストを参照しており調査領域が広いため＞

15.工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（設備更新補助事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



64

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和3年二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金戸建住
宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業のうちＺＥＨ事業公募要領,
https://sii.or.jp/moe_zeh03/support/public.html#fourth（2021.12.23アクセス）,R3.10

＜未調査：用途が限定的（ZEHのみ）であるため＞

16.戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等支援事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



65

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）支援事業公募情報, 
https://sii.or.jp/moe_zeh_m03/zeh_mh/public.html（2022.1.6アクセス）

＜未調査：用途が限定的（ZEH-Mのみ）であるため＞

17.集合住宅の省CO2化促進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



66

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和3年住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事
業費補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業）のうち超高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実
証事業 公募要領, https://sii.or.jp/meti_zeh_m03/zeh_m/public.html（2022.1.6アクセ
ス）,R3.4

＜未調査：ZEH-Mに関する建材・省エネ設備のみが支援対象となっているため＞

17.集合住宅の省CO2化促進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



67

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和3年住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事
業費補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業）のうち超高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）実
証事業 公募要領, https://sii.or.jp/meti_zeh_m03/zeh_m/public.html（2022.1.6アクセ
ス）,R3.4

＜未調査：ZEH-Mに関する建材・省エネ設備のみが支援対象となっているため＞

17.集合住宅の省CO2化促進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



68

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和3年二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金集合住宅
の省CO2化促進事業（高低中層ZEH-M））のうち低中層ZEH-M（ゼッチ・マンション）促進事業
公募要領, https://sii.or.jp/moe_zeh_m03/zeh_ml/public.html（2022.1.6アクセス）,R3.9

＜未調査：ZEH-Mに関する建材・省エネ設備のみが支援対象となっているため＞

17.集合住宅の省CO2化促進事業（経済産業省連携事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



69

一般社団法人環境共創イニシアチブ,令和3年二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（集合住
宅の省ＣＯ２化促進事業（高低中層ＺＥＨ－Ｍ））のうち先進的再エネ熱等導入支援事業公募
要領, https://sii.or.jp/moe_zeh_m03/clt/public.html （2022.1.6アクセス）,R3.4

＜未調査：ZEH＋に関する熱利用設備のみが支援対象となっているため＞

17.集合住宅の省CO2化促進事業（先進的再エネ熱等導入支援事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



70

一般財団法人環境優良車普及機構, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金, 
http://www.levo.or.jp/fukyu/hojokin/r3_index.html（2021.12.23アクセス）

＜調査対象＞

18.低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



71

一般財団法人環境優良車普及機構, 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（社会変革と物
流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業） 公募要領（5次回）, 
http://www.levo.or.jp/fukyu/butsuryu/index20.html（2022.1.6アクセス）,R3.6

＜未調査：用途が限定的（倉庫作業用のみ）であるため＞

19.社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業（自立型ゼロエネルギー倉庫モデル促進事業）
目 的 ○

製 品 △一部

用 途 ×



72

一般財団法人環境優良車普及機構, 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（社会変革と物
流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業） 公募要領（5次回）, 
http://www.levo.or.jp/fukyu/butsuryu/index20.html（2022.1.6アクセス）,R3.6

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

19.社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業
（過疎地域等における無人航空機を活用した物流実用化事業） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 ×



73

一般財団法人環境優良車普及機構, 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（社会変革と物
流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業） 公募要領（5次回）, 
http://www.levo.or.jp/fukyu/butsuryu/index20.html（2022.1.6アクセス）,R3.6

＜未調査：用途が限定的（トラック輸送のみ）であるため＞

19.社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業（トラック輸送高効率化支援事業）
目 的 ○

製 品 △一部

用 途 ×



74

一般財団法人日本冷媒・環境保全機構事業支援センター, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策
事業費等補助金（脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事
業）公募要領, https://www.jreco.or.jp/koubo_env.html#top（2022.1.6アクセス）,R3.11

＜調査対象＞

20.脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



75

公益財団法人廃棄物・3R研究財団, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（脱
炭素社会構築のための資源循環高度化設備導入促進事業）交付規程, 
https://www.jwrf.or.jp/individual/prj_000721.html（2022.1.6アクセス）,R3.4

＜未調査：低炭素化を促す事業ではないため＞

21.脱炭素社会構築のための資源循環高度化設備導入促進事業
目 的 ×

製 品 ○

用 途 ○



76

一般社団法人環境金融支援機構, ESGリース促進事業 - 補助金制度のご案内 対象機器,
https://esg-lease.or.jp/target-equipments/ （2022.1.6アクセス）

＜調査対象＞

22.脱炭素社会の構築に向けたESGリース促進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



77

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助
金（革新的な省 CO2 実現のための部材や素材の社会実装・普及展開加速化事業）公募要領, 
https://rcespa.jp/r02co2/r02co2-no1-2（2022.1.6アクセス）,R2.9

＜未調査：低炭素化を促す事業ではないため＞

23.革新的な省CO2実現のための部材や素材の社会実装・普及展開加速化事業
目 的 ×

製 品 ○

用 途 ○



78

関東経済産業局, 令和３年度エネルギー・温暖化対策に関する支援制度について補助金等ガイドブッ
ク, https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/data/r3_energy_hojokin.pdf
（2022.1.6アクセス）,R3.3

環境・ストック活用推進事業には、サステナブル建築物等先導事業や、
既存建築物省エネ化推進事業等の4種の事業が存在する

24.環境・ストック活用推進事業（住宅・建築物の断熱性能等の省エネ化等の推進）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 △一部



79

既存建築物省エネ化推進事業評価事務局, 令和3年度（第2回）サステナブル建築物等先導事業
（省CO2先導型）募集要領, https://www.kenken.go.jp/shouco2/archive.html
（2022.1.6アクセス）,R3.9

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

24.環境・ストック活用推進事業（サステナブル建築物等先導事業「省CO2先導型」）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 △一部



80

既存建築物省エネ化推進事業評価事務局, 令和３年度（第２回）既存建築物省エネ化推進事業
募集要領, https://hyoka-jimu.jp/kaishu/（2022.1.6アクセス）,R3.9

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

24.環境・ストック活用推進事業（既存建築物省エネ化推進事業）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 △一部



81

一般社団法人建築設備技術者協会内, 令和３年度省エネ街区形成事業（第1回）募集要領, 
/https://www.jabmee.or.jp/shoene-gaiku/（2022.1.6アクセス）,R3.4

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

24.環境・ストック活用推進事業（省エネ街区形成事業）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 △一部



82

既存国土交通省, 環境・ストック活用推進事業のうち、調査、普及・広報および部分改修・部分ZEH改
修モデル実証事業に関する事業を行う補助事業者の公募についての公示, 
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_mn4_000010.html
（2022.1.6アクセス）,R3.5

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

24.環境・ストック活用推進事業（部分改修･部分ZEH改修モデル実証事業）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 △一部



83

国土交通省, 令和３年度モーダルシフト等推進事業応募要項, 
https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/ms_subsidy.html（2022.1.6アクセ
ス）,R3.4

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

25.モーダルシフト等推進事業
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ○



84

一般社団法人山口県トラック協会, 令和３年度自動車環境総合改善対策費補助金（地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車の普及促進事業）公募要領, 
https://www.ytruck.or.jp/2021/04/05/%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A%E7%92%B0%E5%A2%83%E7%B7%8F%E5%90%88%E6%94%B9%E5%96%84%E5%AF%B E%E7%AD%9
6%E8%B2%BB%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%EF%BC%88%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E4%BA%A4%E9%80%9A%E3%81%AE%E3%82%B0/（2022.1.6アクセス）,R3.4

＜調査対象＞

26.地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車の普及促進
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



85

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和2年度（補正予算）及び令和3年度補助事業脱
炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業, https://rcespa.jp/（2022.1.6アクセス）

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業には、自立・分散エネ、
温泉熱等利活用、高効率化改修、及び脱炭素交通等9種の事業が存在する

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

①地域の自立・分散型エネルギーシステム構築支援事業「自立・分散エネ」事業

②温泉熱等利活用による経済好循環・地域活性化促進事業

③自動車 CASE 活用による脱炭素型地域交通モデル構築支援事業「脱炭素交通」

④ゼロカーボンシティにおける屋外照明のスマートライティング化・ゼロエミッション化モデル構築事業

⑤グリーンスローモビリティ導入促進事業

⑥交通システムの低炭素化利用促進に向けた設備整備事業（LRT・BRT導入利用促進事業）

⑦交通システムの低炭素化利用促進に向けた設備整備事業（鉄道事業等におけるネットワーク型低炭素化促進事業）

⑧地域再エネの活用によりゼロエミッション化を目指すデータセンター構築支援事業

⑨地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業

目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



86

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和2年度（第3次補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業）「地域の再エネ自給
率向上やレジリエンス強化を図る自立・分散型地域エネルギーシステム構築支援事業」、「温泉熱等利活用による経済好循環・地域活性化促進事業」及び「自動車CASE活用による脱炭素型地域交通モデ
ル構築支援事業公募要領, https://rcespa.jp/r02-hosei_jiritsu/r02-hosei_jiritsu-no1（2022.1.6アクセス）,R3.3

＜調査対象＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（地域の自立・分散型エネルギーシステム構築支援事業「自立・分散エネ」事業） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



87

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和2年度（第3次補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業）「地域の再エネ自給
率向上やレジリエンス強化を図る自立・分散型地域エネルギーシステム構築支援事業」、「温泉熱等利活用による経済好循環・地域活性化促進事業」及び「自動車CASE活用による脱炭素型地域交通モデ
ル構築支援事業公募要領, https://rcespa.jp/r02-hosei_jiritsu/r02-hosei_jiritsu-no1（2022.1.6アクセス）,R3.3

＜調査対象＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（温泉熱等利活用による経済好循環・地域活性化促進事業「温泉熱等利活用」） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



88

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和2年度（第3次補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業）「地域の再エネ自給
率向上やレジリエンス強化を図る自立・分散型地域エネルギーシステム構築支援事業」、「温泉熱等利活用による経済好循環・地域活性化促進事業」及び「自動車CASE活用による脱炭素型地域交通モデ
ル構築支援事業公募要領, https://rcespa.jp/r02-hosei_jiritsu/r02-hosei_jiritsu-no1（2022.1.6アクセス）,R3.3

＜調査対象＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（温泉供給設備高効率化改修による省 CO2 促進事業「高効率化改修」） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



89

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和2年度（第3次補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業）「地域の再エネ自給
率向上やレジリエンス強化を図る自立・分散型地域エネルギーシステム構築支援事業」、「温泉熱等利活用による経済好循環・地域活性化促進事業」及び「自動車CASE活用による脱炭素型地域交通モデ
ル構築支援事業公募要領, https://rcespa.jp/r02-hosei_jiritsu/r02-hosei_jiritsu-no1（2022.1.6アクセス）,R3.3

＜調査対象＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（自動車 CASE 活用による脱炭素型地域交通モデル構築支援事業「脱炭素交通」） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



90

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和２年度（第３次補正予算）及び令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業のう
ち、ゼロカーボンシティにおける屋外照明のスマートライティング化・ゼロエミッション化モデル構築事業）公募要領, https://rcespa.jp/r02-hosei_smartlight/r02-hosei_smartlight-no3（2022.1.6アク
セス）,R3.9

＜調査対象＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（ゼロカーボンシティにおける屋外照明のスマートライティング化・ゼロエミッション化モデル構築事業） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



91

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和２年度（第３次補正予算）及び令和３年度二
酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業の
うち、グリーンスローモビリティ導入促進事業）公募要領, https://rcespa.jp/r02-
hosei_gurisuro/r02-hosei_gurisuro-no1（2022.1.6アクセス）,R3.4

＜調査対象＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（グリーンスローモビリティ導入促進事業）
目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



92

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和２年度（第３次補正予算）及び令和３年度二酸化炭素排
出抑制対策事業費等補助金（脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業のうち、交通システムの低炭
素化と利用促進に向けた設備整備事業 LRT・BRT導入利用促進事業）公募要領, https://rcespa.jp/r02-
hosei_lrt_brt/r02-hosei_lrt_brt-no1（2022.1.6アクセス）,R3.4

＜調査対象＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（LRT・BRT導入利用促進事業）

マイカーと比較してCO2排出量
削減になることを前提としている

目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



93

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和２年度（第３次補正予算）及び令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業のう
ち、交通システムの低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業 鉄道事業等におけるネットワーク型低炭素化促進事業）公募要領, https://rcespa.jp/r02-hosei_tetsudou/r02-hosei_tetsudou-
no1（2022.1.6アクセス） ,R3.4

＜調査対象＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（鉄道事業等におけるネットワーク型低炭素化促進事業） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



94

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和２年度（第３次補正予算）及び令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業のう
ち、地域再エネの活用によりゼロエミッション化を目指すデータセンター構築支援事業）公募要領, https://rcespa.jp/r02-hosei_datacenter/r02-hosei_datacenter-no1（2022.1.6アクセ
ス）,R3.8

＜調査対象＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業
（地域再エネの活用によりゼロエミッション化を目指すデータセンター構築支援事業） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



95

一般社団法人地域循環共生社会連携協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助
金（地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業）公募要領, https://rcespa.jp/r03-
renkei/r03-renkei-no1（2022.1.6アクセス）,R3.4

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

27.脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業）
目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



96

公益財団法人地球環境センター（GEC）, 令和3年度二国間クレジット制度資金支援事業のうち設
備補助事業公募要領, https://gec.jp/jcm/jp/kobo/mp210407/（2022.1.6アクセス）,R3.4

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

28.脱炭素移行促進に向けた二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業（プロジェクト補助）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ○



97

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和3年度地域共生型再生可能エネルギー等普及促進事業
費補助金公募情報（地域マイクログリッド構築事業のうち、地域マイクログリッド構築事業）公募要領,
https://sii.or.jp/microgrid03/note1.html（2022.1.6アクセス）,R.10

＜未調査：用途が限定的（マイクログリッドのみ）であるため＞

29.地域共生型再生可能エネルギー等普及促進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



98

社会的重要インフラ・燃料備蓄推進事務局, 令和3年度災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の
推進事業費補助金（災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業のうち自治体における防
災の拠点となる施設向け自家用発電設備等利用促進対策事業に係るもの）公募要領（４次）, 
http://www.jieitekibitiku-bousai.jp/（2022.1.6アクセス）,R3.6

＜未調査：用途が限定的（災害用のみ）であるため＞

30.災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



99

社会的重要インフラ・燃料備蓄推進事務局, 令和3年度災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業
費補助金（災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業のうち自治体における防災の拠点となる施設向
け自家用発電設備等利用促進対策事業に係るもの）公募要領（４次）, http://www.jieitekibitiku-bousai.jp/
（2022.1.6アクセス）,R3.6

＜未調査：用途が限定的（災害用のみ）であるため＞

31.災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金（補正予算）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



100

一般社団法人温室効果ガス審査協会, 令和3年度未利用事業特設Webサイト,
https://www.gaj.or.jp/exp_mry_top/koubo/（2022.1.6アクセス）,R3.5

未利用事業には熱利用事業、社会SI事業、融雪事業、熱供給事業、及び
営農型事業の5種の事業が存在する

32.廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業（一部農林水産省連携事業）
目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



101

一般社団法人温室効果ガス審査協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業）熱利用設備の低炭素・脱炭素
化促進事業公募要領 , https://www.gaj.or.jp/eie/mry/koubo.html（2022.1.6アクセス）,R3.5

＜調査対象＞

32.廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業
（熱利用設備の低炭素・脱炭素化促進事業「熱利用事業」） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



102

一般社団法人温室効果ガス審査協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業）地域の未利用資源等を活用した
社会システムイノベーション推進事業低炭素型の融雪設備導入支援事業地域熱供給促進支援事業公募要領 , https://www.gaj.or.jp/eie/mry/koubo.html（2022.1.6アクセス）,R3.5

＜調査対象＞

32.廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業
（地域の未利用資源等を活用した社会システムイノベーション推進事業） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



103

一般社団法人温室効果ガス審査協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業）地域の未利用資源等を活用した
社会システムイノベーション推進事業低炭素型の融雪設備導入支援事業地域熱供給促進支援事業公募要領, https://www.gaj.or.jp/eie/mry/koubo.html（2022.1.6アクセス）,R3.5

＜未調査：用途が限定的（融雪用途のみ）であるため＞

32.廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業
（低炭素型の融雪設備導入支援事業「融雪事業」） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



104

一般社団法人温室効果ガス審査協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業）地域の未利用資源等を活用した
社会システムイノベーション推進事業低炭素型の融雪設備導入支援事業地域熱供給促進支援事業公募要領, https://www.gaj.or.jp/eie/mry/koubo.html（2022.1.6アクセス）,R3.5

＜調査対象＞

32.廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業
（地域熱供給促進支援事業「熱供給事業」） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



105

一般社団法人温室効果ガス審査協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業）営農型等再生可能エネルギー発
電自家利用モデル構築事業公募要領, https://www.gaj.or.jp/eie/mry/koubo.html（2022.1.6アクセス）,R3.5

＜調査対象＞

32.廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業
（営農型等再生可能エネルギー発電自家利用モデル構築事業「営農型事業」） 目 的 ○

製 品 △一部

用 途 △一部



106

公益財団法人日本環境協会, 令和3年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（再エネの最大限の導入の計画づくり及び地域人材の育成を通じた持続可能でレジリエントな地域社会実現支援事
業）公募要領, https://www.jeas.or.jp/news/000041.html（2022.1.6アクセス）,R3.5

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

33.再エネの最大限の導入の計画づくり及び地域人材の育成を通じた
持続可能でレジリエントな地域社会実現支援事業 目 的 ○

製 品 ×

用 途 ○



107

一般財団法人環境イノベーション情報機構,地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業（二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）公
募要領, https://www.eic.or.jp/eic/topics/2021/resi/010/（2022.1.6アクセス）,R3.5

＜調査対象＞

34.地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難施設等への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ○



108

環境省, 重点施策本文掲載事業, PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業概要, https://www.env.go.jp/guide/budget/r03/r03juten-
sesakushu.html（2022.1.7アクセス）

再エネを主力化するための6種の事業が存在する

35. PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
目 的 ×

製 品 ○

用 途 ×



109

一般社団法人環境技術普及促進協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（PPA 活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業）公共施設
の設備制御による地域内再エネ活用モデル構築事業公募要領, http://eta.or.jp/offering/21_04_kokyo/210517.php（2022.1.7アクセス）,R3.5

＜未調査：用途がPPAに限定されているため＞

35. PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
（公共施設の設備制御による地域内再エネ活用モデル構築事業） 目 的 ×

製 品 ○

用 途 ×



110

一般社団法人環境技術普及促進協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（PPA 活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業）オフサイト
から運転制御を行う事業公募要領, http://eta.or.jp/offering/21_06_ofctrl/210610.php（2022.1.7アクセス）,R3.6

＜未調査：用途がPPAに限定されているため＞

35. PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
（オフサイトから運転制御を行う事業） 目 的 ×

製 品 ○

用 途 ×



111

一般社団法人環境技術普及促進協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（PPA 活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業）平時の省
CO2と災害時避難施設を両立する直流による建物間融通支援事業公募要領, http://eta.or.jp/offering/21_06_ofctrl/210610.php（2022.1.7アクセス）,R3.6

＜未調査：用途がPPAに限定されているため＞

35. PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
（平時の省CO2と災害時避難施設を両立する直流による建物間融通支援事業） 目 的 ×

製 品 ○

用 途 ×



112

一般財団法人環境イノベーション情報機構,ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価
格低減促進事業（二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）公募要領,
https://www.eic.or.jp/eic/topics/2021/r02_strp/001/（2022.1.7アクセス）,R3.9

＜未調査：用途がPPAに限定されているため＞

35. PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
（ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業） 目 的 ×

製 品 ○

用 途 ×



113

一般社団法人環境技術普及促進協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（PPA 活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業）再エネの
価格低減に向けた新手法による再エネ導入事業公募要領, http://eta.or.jp/offering/21_07_keikaku/210618.php（2022.1.7アクセス）,R3.6

＜未調査：用途がPPAに限定されているため＞

35. PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
（再エネの価格低減に向けた新手法による再エネ導入事業） 目 的 ×

製 品 ○

用 途 ×



114

一般社団法人環境技術普及促進協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（PPA 活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業）データセン
ターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業公募要領,
http://www.eta.or.jp/offering/21_08_dckai/210805.php（2022.1.7アクセス）,R3.8

＜未調査：用途がPPAに限定されているため＞

35. PPA活用など再エネ価格低減等を通じた地域の再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
（データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業） 目 的 ×

製 品 ○

用 途 ×



115

総務省, ローカル10,000プロジェクト活用ハンドブック, https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/local10000_project.html（2022.1.7アクセス）,R3.8

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

36.ローカル10,000プロジェクト
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ×



116

一般財団法人新エネルギー財団, 水力関連補助事業ホームページ,
https://suiryokuhojo.nef.or.jp/（2022.1.7アクセス）

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

37.水力発電の導入加速化補助金
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ○



117

資源エネルギー庁, 令和３年度第３回「地熱発電の資源量調査・理解促進事業費補助金（理解促
進事業に係るもの）」に係る補助事業者募集要領, 
https://suiryokuhojo.nef.or.jp/chousa/20210705_ch.html（2022.1.7アクセス）,R3.7

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

38.地熱発電の資源量調査・理解促進事業費補助金
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ○



118

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和３年度省エネルギー設備投資に係る利子補給金新規融資
公募要領（四次公募）, https://sii.or.jp/rishihokyu03/financial-loan4.html（2022.1.7ア
クセス）,R3.10

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

39.省エネルギー設備投資に係る利子補給金助成事業費補助金（新規融資）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ○



119

一般社団法人環境共創イニシアチブ, 令和３年度省エネルギー設備投資に係る利子補給金指定金融
機関公募要領, https://sii.or.jp/rishihokyu03/financial-first.html（2022.1.7アクセ
ス）,R3.4

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

39.省エネルギー設備投資に係る利子補給金助成事業費補助金（指定金融機関）
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ○



120

一般社団法人廃棄物処理施設技術管理協会, 令和3年度事業（廃棄物処理施設を核とした地域
循環共生圏構築促進事業）, https://jaem.or.jp/?page_id=3273（2022.1.7アクセス）

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

40.廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



121

一般社団法人廃棄物処理施設技術管理協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業）環境大臣の承認を受けた循環
型社会形成推進地域計画等に基づく エネルギー回収型廃棄物処理施設の新設及び改良に関する事業公募要領, https://jaem.or.jp/?p=6938（2022.1.7アクセス）,R.4

＜未調査：用途が限定的（廃棄物処理のみ）であるため＞

40.廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業（エネルギー回収型廃棄物処理施設新設事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



122

一般社団法人廃棄物処理施設技術管理協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業）環境大臣の承認を受けた循環
型社会形成推進地域計画等に基づく エネルギー回収型廃棄物処理施設の新設及び改良に関する事業公募要領, https://jaem.or.jp/?p=6938（2022.1.7アクセス）,R3.4

＜未調査：用途が限定的（廃棄物処理のみ）であるため＞

40.廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業（エネルギー回収型廃棄物処理施設改良事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×



123

一般社団法人廃棄物処理施設技術管理協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業）電線、変圧器等廃棄物発電に
より生じた電力を利活用するための設備、 これらの設備を運転制御するために必要な通信・制御設備等を導入する事業公募要領, https://jaem.or.jp/?p=6943（2022.1.7アクセス）,R3.10

＜未調査：用途が限定的（廃棄物処理のみ）であるため＞

40.廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業（廃棄物発電電力利活用設備導入事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×
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一般社団法人廃棄物処理施設技術管理協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業）熱導管等廃棄物の処理により生
じた熱を利活用するための設備、 これらの設備を運転制御するために必要な通信・制御設備等を導入する事業公募要領, https://jaem.or.jp/?p=6946（2022.1.7アクセス）,R3.10

＜未調査：用途が限定的（廃棄物処理のみ）であるため＞

40.廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業（廃棄物処理熱利活用設備導入事業）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×
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一般社団法人廃棄物処理施設技術管理協会, 令和３年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業）廃棄物処理施設からの余熱や
発電した電力を地域において有効利用するために熱や電力を利活用する設備設置に対する余熱見込量や事業採算性の検討等を行い 事業としての実現可能性を調査する事業公募要領, 
https://jaem.or.jp/?p=6950（2022.1.7アクセス）,R3.10

＜未調査：用途が限定的（廃棄物処理のみ）であるため＞

40.廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業（廃棄物処理熱等有効利用実現可能性調査）
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×
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公益財団法人廃棄物・3R研究財団, 令和3年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（廃棄物処理×脱炭素化によるマルチベネフィット達成促進事業）廃棄物エネルギーの有効活用によるマルチ
ベネフィット達成促進事業公募要領, https://www.jwrf.or.jp/individual/prj_000448.html（2022.1.7アクセス）,R3.5

＜未調査：用途が限定的（廃棄物処理のみ）であるため＞

41.廃棄物処理×脱炭素化によるマルチベネフィット達成促進事業
目 的 ○

製 品 ○

用 途 ×
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公益財団法人廃棄物・3R研究財団, 令和4年度エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費（地域理解促進事業、技術開発事業）補助金公募要領,
https://www.enecho.meti.go.jp/appli/public_offer/2021/20220107_001.html（2022.1.7アクセス）,R3.4

＜未調査：製品単体を支援対象としていないため＞

42.エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金
目 的 ○

製 品 ×

用 途 ×



2.2
関係者へのヒアリングによるニーズ調査
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関係者ヒアリングの全体像

対象とすべき製品の候補や要件について、関係者（19箇所）へヒアリングを実施

追加候補

1

• リース実績

• 導入ニーズ

• 低炭素型の定義

10社

製品告示への追加の妥
当性を示す根拠の収集

見直し候補

2

• リース実績

• 導入ニーズ

3社

製品告示への見直しの妥
当性を示す根拠の収集

性能基準の
有無の確認

3

• 性能基準の有無

10社

省エネ性能基準に関する
国内制度の有無の確認

性能基準の
妥当性の確認

4

• 性能基準の妥当性

3社

更新予定の省エネ性能
基準の妥当性の確認

項 目

目 的

ヒアリング
事項

ヒアリング
数

※重複あり

※低炭素設備の導入補助事業（計42事業）の調査から、新たに対象とすべき製品候補及び見直し候補を選んだ後、候補数が多い
関係者などをヒアリング対象とした。
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ヒアリング結果一覧

「リース実績あり＝導入ニーズあり」とみなし、リース実績を有する場合は、追加候補の対象と
した

製品名 リース実績 導入ニーズ

超小型モビリティ あり 不明

ミニカー あり 不明

側車付二輪自動車 あり 不明

原動機付自転車 あり 不明

省エネ型ブロワ なし 可能性あり

省エネ型浄化槽 不明 不明

射出成型機 あり 不明

エネルギーマネジメント機器 あり
（他の設備とセット）

あり

鉄道車両 あり あり

LRT なし 可能性あり

追加対象

1 追加候補とした製品に関するヒアリング結果

製品名 リース実績 導入ニーズ

高効率照明器具専用の安
定器

不明 不明

発光ダイオード照明装置専
用の直流電源装置

不明 不明

風力発電装置に接続する
周波数変動制御装置

不明 高い
（導入が義務化されている）

風力発電装置に接続する
発電出力制御装置

不明 高い
（導入が義務化されている）

風力発電装置に接続する
遠隔出力制御装置

不明 高い
（導入が義務化されている）

電線路 なし -

2 見直し候補とした製品に関するヒアリング結果

見直し対象

2

1

※導入ニーズは、関係者へのヒアリングに基づいて設定した。

電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン（資源エネルギー
庁）等において、当該設備の設置が、発電設備を電力系統に接続する条
件として規定されている。



2.3
対象とすべきエネ環製品の候補の検討
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追加・見直し候補とした製品一覧

ヒアリングによってリース実績が確認できた7製品については追加候補（対象とすべき製品候
補）とし、1製品については見直し候補として選定した

製品告示の
掲載有無

低炭素要件
の設定可否

総合判定
リース実績の
有無

対象製品×× ＝A B C

掲載あり

掲載なし

追加候補

7製品

見直し候補

1製品

各種根拠に
基づいて設定可

設定不可

あり

なし

▸超小型モビリティ

▸ ミニカー

▸側車月二輪自動車

▸原動機付自転車

▸鉄道車両 ※B-1について、別途確認

▸ エネルギーマネジメント機器（BEMS）

▸分析機器 ※B-1について、別途調査

▸ 電線路

A-1 B-1 C-1

A-2 B-2 C-2

掲載なしA-2

設定可B-1

ありC-1

掲載ありA-1

設定不可B-2

なしC-2

低炭素設備の導入補助事業（計42件）
の調査に基づいて確認

関係者へのヒアリング（19件）
に基づいて確認

再 掲

低炭素設備の導入補助事業（42
事業）の中で、当該製品に対する
低炭素要件が設定されていなかった
ため別途追加調査によって確認。
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追加候補とする製品の選定結果

①製品告示に掲載されておらず、②要件を付すことにより、低炭素化を進めていると判断でき、
③リース実績がある7製品を追加候補として選定した

製品名
製品告示の
掲載有無

低炭素要件の設定可否 リース実績の有無 総合判定

超小型モビリティ なし
可（CEV補助金の支援対象となっており、クリーンエネルギー自動車として位置づけられてい
る）

あり 追加候補

ミニカー なし （同上） あり 追加候補

側車付二輪自動車 なし （同上） あり 追加候補

原動機付自転車 なし （同上） あり 追加候補

省エネ型ブロワ なし
可（省エネ型浄化槽システム導入推進事業の支援対象となっており、具体的な低炭素要
件が定義されている）

なし

射出成型機 なし
不可（先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金の支援対象となっているが、具
体的な低炭素要件は不明）

あり

エネルギーマネジメント機器 なし
可（先進的省エネルギー投資促進支援事業の支援対象となっており、効率的に省エネル
ギー化を図るために満たすべきシステム要件が定義されている）

あり
（他の設備とセット）

追加候補

鉄道車両 なし
可（鉄道事業等におけるネットワーク型低炭素化促進事業の支援対象となっており、エネ
ルギーの消費量との対比におけるその性能の向上の程度が高いことを確認）

あり 追加候補

LRT なし
不可（鉄道事業等におけるネットワーク型低炭素化促進事業の支援対象となっているが、
具体的な低炭素要件は不明）

なし

分析機器※ なし
可（当該メーカーのカタログや仕様書において、一部機能によるエネルギー消費削減を確
認）

あり 追加候補

自動洗濯乾燥機※ なし 不可（関連団体において、低炭素要件を定義していないことを確認） 不明

追加し得る製品

※関係者からの導入ニーズを受け検討



個別調査（鉄道車両）
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JR東日本, JR東日本グループレポート2021, https://www.jreast.co.jp/eco/pdf/pdf_2021/all.pdf（2022.3.1アクセス）、JR西日本, JR西日本グループ統合レポート2021, 
https://www.westjr.co.jp/company/action/csr_report/2021/pdf/report2021_print.pdf（2022.3.1アクセス）、近畿日本鉄道, 省エネ・省CO2・リサイクル等の取組み, 
https://www.kintetsu.jp/kouhou/kankyou/en_energysaving.html（2022.3.1アクセス）、京成電鉄, 2021環境レポート, 
https://www.keisei.co.jp/keisei/ir/csr/dl/env/env.pdf?220118（2022.3.1アクセス）

鉄道車両は、エネルギーの消費量との対比におけるその性能の向上の程度が高いと認められ
る機械類（第2号）と位置付けられるのではないか

鉄道車両のエネルギー消費量の削減率

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0% 8.0% 9.0%

JR東日本

JR西日本

近畿日本鉄道

京成電鉄

（2013年度比）

（2013年度比）

（2013年度比）

（2015年度比）

鉄道車両のエネルギー消費量の削減率（2020年度）



個別調査（分析機器）
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分析機器

＜追加候補＞
信頼性が高いとみなせる根拠資料において、一部機能によるエネルギー消費削減を確認

対象となる要件*1 対象となる
分析機器

根拠資料の確認結果

当該機能の有無 削減量の確認 信頼性*2

一定時間不使用時の自動停止機能
（スケジュール管理による

自動起動・停止機能も含む）を有している

ガスクロマトグラフ あり あり 高

液体クロマトグラフ
質量分析計

あり あり 高

あり なし 中

走査電子顕微鏡 あり なし 中

透過電子顕微鏡 不明 なし 中

スイッチング電源などの省電力機能
を有している

液体クロマトグラフ
質量分析計

あり なし 中

省電力運転機能を有している 透過電子顕微鏡 あり なし 中

断熱性が高く小型の
ヒーターを有している

ガスクロマトグラフ
臨床化学自動分析装置

あり あり 高

超電導方式の電流保持器を
有している

核磁気共鳴装置 あり あり 低～中

*1 対象となる要件の区分けは、関係者からのヒアリングに基づき設定
*2 信頼性 高：WEBサイトにおいて広く公表されている（商品紹介ページ、カタログ等）、中：非公表だが会社としての公式資料であることが推察できる（仕
様書、責任者が記名されている説明資料等）、低：会社としての公式資料であることが確認できない

a

b

c

d

e
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一般社団法人日本分析機械工業会,分析機器とは？, 
https://www.jaima.or.jp/jp/analytical/classification/（2022.1.19アクセス）

分析機器とは、物質の組成、性質、構造、状態等を定性的・定量的に測定する機械・器具
又は装置を指す

分析機器

（その他多数）



03

エネ環製品候補の

要件の調査
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エネ環製品候補の要件の検討結果サマリ

関連する事業の性能基準の調査を通じ、15製品を性能基準の追加対象候補に、31製品を
性能基準の更新対象候補とした

条 項 告示品名 関連制度

1項
6号

太陽熱利用装置 グリーン購入法

2項
8号

高効率特殊加工機 MFエコマシン認証制度

2項
9号

高効率液圧プレス MFエコマシン認証制度

2項
10号

サーボ駆動式機械プレス MFエコマシン認証制度

2項
11号

高効率鍛造機 MFエコマシン認証制度

2項
12号

低燃費型建設機械
燃費基準達成建設機械認

定制度

2項
14号

高効率燃焼式工業炉 省エネ補助金

2項
26号

充電機能付電力併用自動車 トップランナー制度

2項
28号

高効率LPガス自動車 トップランナー制度

2項
42号

冷媒用コンデンシングユニット 省エネ補助金

2項
43号

高効率業務用冷凍冷蔵庫 トップランナー制度

2項
46号

高効率業務用ガス給湯器 省エネ補助金

3項
1号

燃料電池設備 省エネ補助金

3項
2号

電気自動車 トップランナー制度

3項
4号

発光ダイオード照明装置 グリーン購入法

条 項 告示品名 関連制度

1項
1号

太陽光発電設備 グリーン購入法

2項
1号

高効率蒸気ボイラ 省エネ補助金

2項
2号

高効率温水ボイラ 省エネ補助金

2項
3号

熱電併給型動力発生装置 省エネ補助金

2項
4号

高効率電動機 トップランナー制度

2項
5号

高効率変圧器 トップランナー制度

2項
24号

低燃費乗用自動車 トップランナー制度

2項
25号

低燃費貨物自動車 トップランナー制度

2項
30号

低燃費航空機 航空法施行規則附属書第4

2項
31号

高効率吸収式冷凍機 省エネ補助金

2項
32号

高効率吸収式冷温水機 省エネ補助金

2項
33号

廃熱投入型吸収式冷凍機 省エネ補助金

2項
34号

廃熱投入型吸収式冷温水機 省エネ補助金

2項
35号

高効率ターボ冷凍機 省エネ補助金

2項
36号

高効率ヒートポンプ熱源機 省エネ補助金

2項
37号

高効率ガスエンジンヒートポンプ 省エネ補助金

条 項 告示品名 関連制度

2項
38号

高効率業務用エアコンディショ
ナー

トップランナー制度

2項
39号

高効率家庭用エアコンディショ
ナー

トップランナー制度

2項
41号

氷蓄熱式空気調和装置 グリーンラベル制度

2項
44号

高効率ショーケース トップランナー制度

2項
45号

高効率ヒートポンプ式給湯器 省エネ補助金

2項
47号

省エネルギー型自動販売機 トップランナー制度

2項
48号

省エネルギー型複写機 ENERGY STAR

2項
49号

省エネルギー型複合機 トップランナー制度

2項
50号

高効率テレビジョン受信機 トップランナー制度

2項
51号

高効率照明器具 トップランナー制度

2項
53号

高効率家庭用ガス温水機器 トップランナー制度

2項
54号

高効率家庭用石油温水機器 トップランナー制度

2項
55号

高効率家庭用ヒートポンプ式温
水機

トップランナー制度

2項
56号

コンバインドサイクル発電設備 省エネ法

2項
58号

高効率圧縮機 省エネ補助金

性能基準の追加対象（15製品） 性能基準の更新対象（31製品）



3.1
公的な性能基準の調査
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国土交通省航空局, 航空分野におけるCO2削減の取組状況
（https://www.mlit.go.jp/common/001403136.pdf）, R3.4

2019年4月から航空機CO2排出物基準の導入がされている

性能基準の追加・更新状況：低燃費航空機
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国土交通省, 航空安全に関する技術基準（航空機の発動機の排出物（二酸化炭素に限る。）の基
準）, https://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_000069.html（2022.3.9アクセス）

製品告示では飛行距離を測定単位としているが、航空機CO2排出物基準ではCO2排出量
を測定単位（kg/km）としている

性能基準の追加・更新：低燃費航空機

製品告示 航空機CO2排出物基準（航空法施行規則附属書第4）
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経済産業省,電気温水機器（家庭用ヒートポンプ給湯器）の新しい省エネ基準を策定しました
https://www.meti.go.jp/press/2021/05/20210526001/20210526001.html
（2022.3.9アクセス）, 2021.5.26

一部の製品については、性能基準の要件（計算方法、試験条件）が大きく異なるため、基
準を変更する場合は、慎重な議論が必要

性能基準の追加・更新：高効率ショーケース／高効率家庭用ヒートポンプ式温水機

高効率ショーケース

ショーケースのうち、インバータ方式により電動圧縮機の制御を行うもの又は、
直管形40形高周波点灯専用形蛍光ランプ、発光ダイオード照明装置若
しくは光束を調整する機能を有する照明器具を有するものに限る。又は冷
媒をハイドロフルオロオレフィンを含む混合冷媒、二酸化炭素、アンモニア、
空気若しくは水とするものに限る

値 単位 名称 準拠する規格 規格の名称 計算式 準拠する規格 規格の名称 試験条件

E=2.24V1+150

E=4.16V2+85

E=2.61V3-217

E=0.822V3+694

E=5.08V3+4274

E=4.11V2+440

E=19.5V2+1643

E=11.6V4-440

E=8.31V4-3

E=17.9V2+1577

E=5.03V2+1214

E=13.4V2+4321

E=20.7V2+1558

冷凍・冷蔵ショーケース−

第2部：分類，構造，特

性及び試験条件

JISB8631ｰ2(2011)に準拠

JISB8631ｰ2(2011)に準拠

性能基準 計算方法 試験条件

冷凍・冷蔵ショーケース−

第2部：分類，構造，特

性及び試験条件

kWh/年 基準エネルギー消費効率 JISB8631ｰ2(2011) 冷凍・冷蔵ショーケース−

第2部：分類，構造，特

性及び試験条件

基準エネルギー消費効率 JISB8631ｰ2(2011) 冷凍・冷蔵ショーケース−

第2部：分類，構造，特

性及び試験条件

JISB8631ｰ2(2011)

右記に記

載の計算

式によって

算出

JISB8631ｰ2(2011)

右記に記

載の計算

式によって

算出

kWh/年

トップランナー

高効率家庭用ヒートポンプ式温水機

家庭の用に供する電動圧縮機を用いるCO2冷媒のヒートポンプ方式の給
湯機のうち、年間給湯モード熱量を年間給湯モード消費電力量を熱量換
算した値で除した数値が3.1以上のものに限り、太陽熱集蓄熱装置を有
するものを含む。

要件（計算方法、試験条件）が大きく異なるためトップラ
ンナー制度の基準を採用する場合は、慎重な協議が必要

トップランナー

トップランナー制度の基準を採用する場合、一部、要求水
準が下がることになるため、同基準を採用する場合は、慎
重な協議が必要

https://www.meti.go.jp/press/2021/05/20210526001/20210526001.html（2022.3.9


3.2 関係者へのヒアリングによる
性能基準の追加可能性の調査
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関係者ヒアリングの全体像

対象とすべき製品候補やその要件について、関係団体（19箇所）にヒアリングをした

追加候補

1

• リース実績

• 導入ニーズ

• 低炭素型の定義

10社

製品告示への追加の妥
当性を示す根拠の収集

見直し候補

2

• リース実績

• 導入ニーズ

3社

製品告示への見直しの妥
当性を示す根拠の収集

性能基準の
有無の確認

3

• 性能基準の有無

10社

省エネ性能基準に関する
国内制度の有無の確認

性能基準の
妥当性の確認

4

• 性能基準の妥当性

3社

更新予定の省エネ性能
基準の妥当性の確認

項 目

目 的

ヒアリング
事項

ヒアリング
数

※重複あり

※低炭素設備の導入補助事業（計42事業）の調査から、新たに対象とすべき製品候補及び見直し候補を選んだ後、候補数が多い
関係者などをヒアリング対象とした。
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性能基準に関するヒアリング結果

性能基準の有無を確認し、有を確認できた製品はその要件を確認した

製品名 性能基準の有無

風力発電設備 なし

水熱利用設備 なし

高効率特殊加工機 あり（MFエコマシン認証制度）

高効率液圧プレス あり（MFエコマシン認証制度）

サーボ駆動式機械プレス あり（MFエコマシン認証制度）

高効率鍛造機 あり（MFエコマシン認証制度）

高効率生型造型機 なし

高効率砂処理機械 なし

高効率中子除去装置 なし

高効率保冷装置搭載貨物自動車 なし

燃料電池設備 あり（省エネ補助金（高効率コジェネ））

発光ダイオード照明装置に～（省略） なし

高効率変圧器専用のリアクトル～（省略） なし

高効率照明器具専用の安定器 なし

発光ダイオード照明装置専用の直流電源装置 なし

風力発電装置に接続する周波数変動制御装置 なし

風力発電装置に接続する発電出力制御装置 なし

風力発電装置に接続する異常検出装置 なし

風力発電装置に接続する遠隔出力制御装置 なし

電線路 なし

性能基準の追加対象

要件を確認した製品

高効率電動機

高効率業務用エアコンディショナー

高効率家庭用エアコンディショナー

高効率ショーケース

高効率ヒートポンプ式給湯器

省エネルギー型複写機

高効率家庭用ヒートポンプ式給湯機

高効率圧縮機

4

3



3.3
エネ環製品候補の要件の取りまとめ
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性能基準の追加・更新結果

参照した性能基準に基づいて、要件の追加・更新を整理した

条 項 告示品名 性能基準 関連制度

1項1号 太陽光発電設備 ○
グリーン購入法

（太陽光発電システム）

1項6号 太陽熱利用装置
グリーン購入法

（太陽熱利用システム）

1項8号 地中熱利用装置
省エネ補助金

（地中熱ヒートポンプ・システム）

2項1号 高効率蒸気ボイラ ○
省エネ補助金
（蒸気ボイラ）

2項2号 高効率温水ボイラ ○
省エネ補助金
（温水ボイラ）

2項3号 熱電併給型動力発生装置 ○
省エネ補助金

（高効率コージェネレーション）

2項4号 高効率電動機 ○
トップランナー制度
（交流電動機）

2項5号 高効率変圧器 ○
トップランナー制度
（変圧器）

2項8号 高効率特殊加工機 MFエコマシン認証制度

2項9号 高効率液圧プレス MFエコマシン認証制度

2項10号 サーボ駆動式機械プレス MFエコマシン認証制度

2項11号 高効率鍛造機 MFエコマシン認証制度

2項12号 低燃費型建設機械 燃費基準達成建設機械認定制度

2項14号 高効率燃焼式工業炉
省エネ補助金

（低炭素工業炉・燃焼式）

2項16号 断熱強化型工業炉 （調査したが見つからず）

2項17号 原材料予熱型工業炉 （調査したが見つからず）

2項18号 高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 （調査したが見つからず）

条 項 告示品名 性能基準 関連制度

2項24号 低燃費乗用自動車 ○
トップランナー制度
（乗用自動車）

2項25号 低燃費貨物自動車 ○
トップランナー制度
（貨物自動車）

2項26号 充電機能付電力併用自動車
トップランナー制度

（プラグインハイブリット乗用自動車）

2項28号 高効率LPガス自動車
トップランナー制度

（特定LPガス乗用自動車）

2項30号 低燃費航空機 ○ 航空法施行規則附属書第4

2項31号 高効率吸収式冷凍機 ○
省エネ補助金
（吸収冷凍機）

2項32号 高効率吸収式冷温水機 ○
省エネ補助金

（吸収冷温水機）

2項33号 廃熱投入型吸収式冷凍機 ○
省エネ補助金

（廃熱投入型吸収式冷凍機）

2項34号 廃熱投入型吸収式冷温水機 ○
省エネ補助金

（廃熱投入型吸収式冷温水機）

2項35号 高効率ターボ冷凍機 ○
省エネ補助金

（ターボ冷凍機）

2項36号 高効率ヒートポンプ熱源機 ○
省エネ補助金

（チリングユニット）

2項37号 高効率ガスエンジンヒートポンプ ○
省エネ補助金

（ガスヒートポンプエアコン）

2項38号 高効率業務用エアコンディショナー ○
トップランナー制度

（業務用エアコンディショナー）

2項39号 高効率家庭用エアコンディショナー ○
トップランナー制度

（家庭用エアコンディショナー）

2項40号 蓄熱式空気調和装置 ○ （調査したが見つからず）

2項41号 氷蓄熱式空気調和装置 ○
グリーンラベル制度
（エコ・アイス）

性能基準の更新対象候補 性能基準自体の追加対象候補 性能基準は存在するが、内容の精査が必要
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性能基準の追加・更新結果

参照した性能基準に基づいて、要件の追加・更新を整理した

性能基準の更新対象候補 性能基準自体の追加対象候補

条 項 告示品名 性能基準 関連制度

2項42号 冷媒用コンデンシングユニット
省エネ補助金

（コンデシングユニット）

2項43号 高効率業務用冷凍冷蔵庫
トップランナー制度
（業務用冷凍庫）
（業務用冷蔵庫）

2項44号 高効率ショーケース ○
トップランナー制度
（ショーケース）

2項45号 高効率ヒートポンプ式給湯器 ○
省エネ補助金

（業務用ヒートポンプ給湯器）

2項46号 高効率業務用ガス給湯器
省エネ補助金

（潜熱回収型給湯器）

2項47号 省エネルギー型自動販売機 ○
トップランナー制度
（自動販売機）

2項48号 省エネルギー型複写機 ○
ENERGY STAR

（複写機）

2項49号 省エネルギー型複合機 ○
トップランナー制度
（複合機）

2項50号 高効率テレビジョン受信機 ○
トップランナー制度

（テレビジョン受信機）

2項51号 高効率照明器具 ○
トップランナー制度
（照明器具）

2項52号 高効率家庭用ガス調理機器 ○
トップランナー制度
（ガス調理機器）

2項53号 高効率家庭用ガス温水機器 ○
トップランナー制度
（ガス温水機器）

2項54号 高効率家庭用石油温水機器 ○
トップランナー制度
（石油温水機器）

2項55号 高効率家庭用ヒートポンプ式温水機 ○
トップランナー制度

（ヒートポンプ給湯器）

条 項 告示品名 性能基準 関連制度

2項56号 コンバインドサイクル発電設備 ○
省エネ法：工場等におけるエネルギーの使用の
合理化に関する事業者の判断の基準（可燃性
天然ガス及び都市ガスによる火力発電）

2項58号 高効率圧縮機 ○
省エネ補助金

（産業用モータ）

3項1号 燃料電池設備
省エネ補助金

（高効率コージェネレーション）

3項2号 電気自動車
トップランナー制度

（電気乗用自動車）

3項4号 発光ダイオード照明装置
グリーン購入法

（LED照明器具）



04

成果のまとめ
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「国外における重要技術」は、基本的に「我が国の重要技術」としても位置付けられている

成果のまとめ：関連する経済情勢の調査

機関/国

米国

EU

中国

IEA

IPCC

COP26

日本

報告書名

White House Fact 
Sheet （2021）

Horizon Europe 
（2021）

2030年までのカーボン・
ピーク行動計画案
（2021）

Net Zero by 2050 –
A roadmap for the 
Global Energy 
Sector（2021）

SPECIAL REPORT: 
GLOBAL WARMING 
OF 1.5（2018）

グリーン成長戦略、第6
次エネルギー基本計画
（2021）

その他

人口光合
成、送電
網

ー

土壌の炭
素貯留

アンモニア、
合成燃料
等

地熱、
水力

土壌の炭
素貯蓄

非バイオ再生可能エネルギー
CCUS 電 化

〇

〇

〇

〇

機器の
省エネ

バイオ
燃料 風 力

〇 〇

〇 〇

〇

〇

〇 〇 〇 〇 〇

太陽光

〇

〇

〇

〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇
冷蔵・
空調 〇 ー ー

〇 ー 〇 〇 〇

蓄電池

〇

ー

〇

〇

〇

〇

水 素

〇

〇

〇

〇

〇

〇

原子力

ー

ー

〇

〇

〇

〇

合意文書内に重要技術に関する記載なし
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成果のまとめ：対象とすべきエネ環製品の候補の調査

低炭素要件及びリース実績が確認できた7製品を追加候補とし、1製品を見直し候補とした

告示品名 対象条項 説明 調査を通じた確認結果

高効率
鉄道車両

2項
VVVFインバータ制御及び回生ブレー
キを搭載した鉄道車両

• 鉄道事業等におけるネットワーク型低炭素化促進事業の支援対象となっており、エネルギーの消費量との対比
におけるその性能の向上の程度が高いことを確認

• リース会社へのヒアリングにより、リース販売実績があることを確認

超小型
モビリティ

3項
超小型BEV（バッテリー電気自動
車）※軽自動車程度の大きさ

• CEV補助金の支援対象となっており、クリーンエネルギー自動車として位置づけられている

• 関連団体へのヒアリングにより、リース販売実績があることを確認

ミニカー 3項
超小型BEV（バッテリー電気自動
車）※原動機付自動車程度の大き
さ

• （同上）

側車付
二輪自動車

3項
大型荷台を装備しているコンパクトサ
イズの電気自動車

• （同上）

原動機付
自転車

3項 電動スクーター

• （同上）

省エネルギー型
分析機器

3項

省エネ機能を有する物質の組成、
性質、構造、状態等を定性的・
定量的に測定する機械・器具

• 当該メーカーのカタログや仕様書において、一部機能によるエネルギー消費削減を確認

• リース会社へのヒアリングにより、リース販売実績があることを確認

エネルギー
マネジメント
機器

5項
BEMS（ビルエネルギーマネジメントシ
ステム）

• 先進的省エネルギー投資促進支援事業の支援対象となっており、効率的に省エネルギー化を図るために満たす
べきシステム要件が定義されている

• リース会社へのヒアリングにより、リース販売実績があることを確認

電線路
5項

10号
電力を運ぶための電線及びその支持
物・付帯設備を含む電力設備

• 製品告示において、再エネ発電設備の付属設備として位置づけられている

• 関連団体へのヒアリングでは、リース販売実績が確認できなかった

追
加
候
補

見
直
し

候
補

1 2低炭素要件 リース実績

1

2

1

2

1

2

1

2

1

2

1

2

1

2

1

2
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成果のまとめ：エネ環製品候補の要件の調査

関連する事業の性能基準の調査を通じ、15製品を性能基準の追加対象候補に、31製品を
性能基準の更新対象候補とした

条 項 告示品名 関連制度

1項
6号

太陽熱利用装置 グリーン購入法

2項
8号

高効率特殊加工機 MFエコマシン認証制度

2項
9号

高効率液圧プレス MFエコマシン認証制度

2項
10号

サーボ駆動式機械プレス MFエコマシン認証制度

2項
11号

高効率鍛造機 MFエコマシン認証制度

2項
12号

低燃費型建設機械
燃費基準達成建設機械認

定制度

2項
14号

高効率燃焼式工業炉 省エネ補助金

2項
26号

充電機能付電力併用自動車 トップランナー制度

2項
28号

高効率LPガス自動車 トップランナー制度

2項
42号

冷媒用コンデンシングユニット 省エネ補助金

2項
43号

高効率業務用冷凍冷蔵庫 トップランナー制度

2項
46号

高効率業務用ガス給湯器 省エネ補助金

3項
1号

燃料電池設備 省エネ補助金

3項
2号

電気自動車 トップランナー制度

3項
4号

発光ダイオード照明装置 グリーン購入法

条 項 告示品名 関連制度

1項
1号

太陽光発電設備 グリーン購入法

2項
1号

高効率蒸気ボイラ 省エネ補助金

2項
2号

高効率温水ボイラ 省エネ補助金

2項
3号

熱電併給型動力発生装置 省エネ補助金

2項
4号

高効率電動機 トップランナー制度

2項
5号

高効率変圧器 トップランナー制度

2項
24号

低燃費乗用自動車 トップランナー制度

2項
25号

低燃費貨物自動車 トップランナー制度

2項
30号

低燃費航空機 航空法施行規則附属書第4

2項
31号

高効率吸収式冷凍機 省エネ補助金

2項
32号

高効率吸収式冷温水機 省エネ補助金

2項
33号

廃熱投入型吸収式冷凍機 省エネ補助金

2項
34号

廃熱投入型吸収式冷温水機 省エネ補助金

2項
35号

高効率ターボ冷凍機 省エネ補助金

2項
36号

高効率ヒートポンプ熱源機 省エネ補助金

2項
37号

高効率ガスエンジンヒートポンプ 省エネ補助金

条 項 告示品名 関連制度

2項
38号

高効率業務用エアコンディショ
ナー

トップランナー制度

2項
39号

高効率家庭用エアコンディショ
ナー

トップランナー制度

2項
41号

氷蓄熱式空気調和装置 グリーンラベル制度

2項
44号

高効率ショーケース トップランナー制度

2項
45号

高効率ヒートポンプ式給湯器 省エネ補助金

2項
47号

省エネルギー型自動販売機 トップランナー制度

2項
48号

省エネルギー型複写機 ENERGY STAR

2項
49号

省エネルギー型複合機 トップランナー制度

2項
50号

高効率テレビジョン受信機 トップランナー制度

2項
51号

高効率照明器具 トップランナー制度

2項
53号

高効率家庭用ガス温水機器 トップランナー制度

2項
54号

高効率家庭用石油温水機器 トップランナー制度

2項
55号

高効率家庭用ヒートポンプ式温
水機

トップランナー制度

2項
56号

コンバインドサイクル発電設備 省エネ法

2項
58号

高効率圧縮機 省エネ補助金

性能基準の追加対象候補（15製品） 性能基準の更新対象候補（31製品）


